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財務の概況
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※1：少数株主持分を除く
※2：有利子負債÷純資産（少数株主持分を除く）

経営環境
 当期における世界経済は、欧州金融危機の長期化や新興国の成長停滞、また
中国での日本製品の不買運動の影響で需要が冷え込むなど弱含みに推移しました。
日本国内の経済は複数の電機メーカーの苦境が報道されるなど決して予断を許さ
ない状況が続いています。タイヤ業界では降雪シーズンが早期に到来するなど活発
な需要に支えられ、堅調に推移しました。こうした状況の中、当社グループは持続的
な成長を目指し、積極的な営業活動に取り組みました。

営業の概況
 2011年度に決算期を3月31日から12月31日に変更したことに伴い、2011年度
は2011年4月1日から2011年12月31日までの9カ月決算となりました。この
ため前期との比較は記載していません。為替レートはUSドルが80円、ユーロが
103円でした。
 売上高は5,597億円となりました。タイヤ事業は国内新車用が好調に推移し、
市販用もウィンタータイヤの販売が順調でした。タイヤ以外の事業では自動車向け
ホースやマリンホースが好調でした。また、値上げの浸透も寄与しました。
 売上原価は天然ゴムを中心とした原材料価格が比較的安値で推移し、3,776億円
となりました。売上高総利益率は32.5％です。販売費および一般管理費は1,324億円
となり、売上高販管費率は23.7％となりました。
 営業利益は497億円となりました。値上げの浸透や内部改善に加え、原材料価格が
下落傾向で推移したことも寄与しました。売上高営業利益率は8.9％となりました。
 その他の収益（営業外収益と特別利益の合計）からその他の費用（営業外費用と
特別損失の合計）を差し引いた純額は21億円のプラスとなりました。期末にかけて
為替が円安傾向で推移したことが主因です。
 税金等調整前当期純利益は518億円、当期純利益は326億円となりました。
売上高当期純利益率は5.8％となりました。

セグメント情報
事業別の概況
 タイヤ事業の売上高は4,446億円、営業利益は434億円となりました。国内新車
用は東日本大震災の影響で販売が落ち込んだ前年からの反動やエコカー補助金効果
などで自動車販売数が伸びたため販売量、売上高ともに好調でした。市販用もウィン
タータイヤの販売が順調でした。海外市販用は北米、欧州、中国など主要市場の需要
が落ち込み低調でしたが、新車用は新規装着の拡大により好調でした。
 ホース配管、シーリング材、コンベヤベルト、ゴム支承、マリンホース、防舷材など
の工業品事業は売上高が919億円、営業利益が51億円となりました。ホース配管は
中国では需要の低迷を受け低調だったものの、タイや米国では自動車用ホースの販
売が好調でした。工業資材ではマリンホースやコンベヤベルトの販売が順調で、シー
リング材・接着剤は自動車向け接着剤が堅調でした。
 航空部品、ゴルフ用品などのその他の事業は売上高が233億円、営業利益が13億
円となりました。航空部品は民間航空機向けの交換用化粧室ユニットの販売が堅調
でしたが、全体では伸び悩みました。ゴルフ用品は需要の減少と価格競争の激化によ
り低調となりました。

所在地別の概況
 日本の売上高は3,753億円、営業利益は425億円となりました。新車用タイヤの
販売が好調だったことに加え、市販用もウィンタータイヤの販売が順調でした。
 北米の売上高は1,109億円、営業利益は57億円となりました。新車用タイヤが
堅調に推移し、自動車用ホースの販売も好調でした。市販用タイヤは需要が落ち込み
低調でした。
 アジアの売上高は336億円、営業利益は36億円となりました。中国は需要の
落ち込みを受けて低調でしたが、タイでは自動車生産台数の拡大により自動車用
ホースの販売が好調でした。
 その他の地域（欧州、大洋州）の売上高は398億円、営業利益は6億円の赤字と
なりました。欧州の需要低迷によるタイヤ販売数の減少に加え、ロシア工場の立ち
上げにおけるコストアップが利益を圧迫しました。

財政状態
 総資産は前期末比420億円増の5,438億円となりました。流動資産は同114億
円増の2,688億円となりました。期末に為替が円安傾向で推移したことにより、
売上債権と棚卸資産における外貨建て資産の評価額が増加しました。固定資産は
同307億円増の2,750億円となりました。円安による有形固定資産の増加と株価
上昇による投資有価証券評価額の増加が主因です。
 負債は同10億円減の3,325億円となりました。利益の増加に伴い未払法人税等
が増加しましたが、有利子負債が前期末に比べ157億円減少しました。
 純資産は同431億円増の2,113億円となりました。当期純利益を326億円計上
したことに加え、株価上昇による有価証券評価差額金の増加や円安による為替換算
調整勘定の増加が要因です。
 当年度末の有利子負債は同157億円減の1,463億円となりました。その結果、
Ｄ/Ｅレシオは前期末の1倍から0.7倍となり、当社グループの財務目標である1倍
以下を維持しています。
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事業などのリスク

32 33

キャッシュ・フロー
 前期は9カ月決算で当期は12カ月のため期間が異なっています。
 当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益を518
億円計上したことなどにより592億円の収入となりました。
 投資活動によるキャッシュ・フローは国内外の生産設備増強に伴う有形固定資産
の取得により、305億円の支出となりました。その結果、フリーキャッシュ・フロー
は286億円のプラスとなりました。
 フリーキャッシュ・フローを主として有利子負債の返済や配当金の支払い、自己
株式の取得などに当てたことで、財務活動によるキャッシュ・フローは307億円の
支出となりました。現金及び現金同等物の期末残高は211億円となりました。

設備投資の状況
 設備投資額は281億円、減価償却費は250億円となりました。タイヤ事業では
海外の生産設備の増強を中心に250億円、工業品事業ではホースの生産能力増強を
中心に18億円を投資しました。海外市況の悪化などで一部の投資時期を遅らせた
ことにより、計画の551億円に比べ減少しました。所要資金は自己資金と借入金で
充当しています。なお、重要な設備の除去、売却などはありませんでした。

研究開発費
 研究開発費は128億円となりました。当社グループでは基盤技術に関する
研究開発を研究本部が、また直接商品に係る研究開発をタイヤ事業、工業品事業、
その他の技術部門が担っており、それぞれの研究開発費は16億円、78億円、24
億円、10億円となっています。

配当
 配当に関しては、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を図り
つつ、安定した配当を継続することを基本にしています。当期の剰余金の配当につき
ましては、期末配当を１株当たり12円とし、中間配当8円と合わせ、年間で１株
当たり20円としました。内部留保金は今後の事業展開の備えと研究開発費用と
します。

次期の見通し
 2013年度は急速に進行する為替円安の影響や株高などにより、国内の景気は
回復の兆しが見えつつあります。しかしながら欧州の金融危機の継続、新興国経済の
伸び悩みなどの影響により、先行きが不透明な経営環境が続くと予想されます。
このような環境の中、売上高6,300億円、営業利益590億円、当期純利益360億円
を計画しています。為替レートはUSドル90円、ユーロ120円を想定しています。

営業活動によるキャッシュ・フローと
フリーキャッシュ・フロー※

（億円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
フリーキャッシュ・フロー

592

197

498

412

81

286

246

–193

206

–185

20122009 2010 2011 2011
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(2011/4
–2011/12)

設備投資額・減価償却費
（億円）

設備投資額 減価償却費

20122009 2010 2011 2011

281

433

175

249
224

282287
259

199
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–2011/3)

(2011/4
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 当社グループの経営成績、株価および財務状況などに影響を
及ぼす可能性のあるリスクは下記のようなものがあります。な
お文中における将来などに関する事項は当連結会計年度末
（2012年12月31日）現在において判断したものです。

経済状況
 当社グループの全世界における営業収入のうち、重要な部分
を占める自動車用タイヤの需要は当社グループが商品を販売
している国または地域の経済状況の影響を受けます。従って
日本、北米、欧州、アジアなどの主要市場における景気後退
およびそれに伴う需要の減少は、当社グループの業績および
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。また、競業他社と
の販売競争激化による市場シェアダウンおよび価格競争の
熾烈化による販売価格の下落も当社グループの業績および
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

為替レートの影響
 当社グループは主として円建で一般商取引、投融資活動など
を行っていますが、米ドルその他の外国通貨建でもこれらの
活動を行っています。今後一層の事業のグローバル化の進行に
伴い、海外事業のウエイトが高まることが予想されます。
従って、従来以上に外国通貨建の一般商取引、投融資活動など
が増加し、外国為替の変動により当社グループの業績および
財務状況が影響を受ける度合いが大きくなります。為替予約の
実施など為替レートの変動によるリスクを最小限にとどめる
努力を行っていますが、当該リスクを完全に回避することは
きわめて困難です。

季節変動の影響
 当社グループの業績は上半期と下半期を比較した場合、
下半期の業績が良くなる傾向にあります。特に寒冷地域で冬場
の降雪時に使用する自動車用タイヤ（スタッドレスタイヤ）の
販売が下半期に集中することが主な理由です。従って、降雪
時期の遅れや降雪量の減少などが当社グループの業績および
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

原材料価格の影響
 当社グループの商品の主要な原材料は天然ゴムおよび石油
化学製品です。従って、天然ゴム相場の大幅な上昇および国際的
な原油価格の高騰があった場合、当社商品の製造コストが影響
を受ける可能性があります。これらの影響を最小限にとどめる
べく各種対策を実施していますが、原油価格が大幅に高騰し、
吸収できる範囲を超えた場合は当社グループの業績および
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

資金調達力およびコストの影響
 当社グループは資金調達の安定性および流動性の保持を
重視した財務運営を行っていますが、日本を含めた世界の主要

な金融市場で混乱が発生した場合、計画通りに資金調達を行う
ことができない危険性があります。また、格付会社より当社
グループの信用格付けが大幅に下げられた場合、資金調達が
制約されるとともに調達コストが増加し、当社グループの業績
および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

有利子負債の影響
 当社グループの総資産に占める有利子負債の割合は約
27.5％（2012年12 月31 日現在）です。グループファイナンス
の実施によりグループ資金の効率化を行うことで財務体質の
改善に取り組んでいますが、今後の金利動向によっては当社
グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があり
ます。

保有有価証券の影響
 当社グループが保有する市場性のある有価証券のうち日本
株式への投資が大きな割合を占めています。従って、日本の
株式市場の変動および低迷などによる有価証券評価損の計上
などで当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす
可能性があります。

投資などに係る影響
 当社グループは世界的な自動車用タイヤの需要に対応すべく、
アジアを中心に生産拠点の拡大および生産能力の増強のため
の投資を行っています。この投資により商品の品質向上を図る
とともに需要増にも対応でき、当社グループの信頼を高め、
シェアアップが期待できます。しかしながら、現地の法的規制
や慣習などに起因する予測不能な事態が生じた場合、期待した
成果を得ることができなくなるため、当社グループの業績
および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

退職給付債務
 当社グループの退職給付債務および退職給付費用は割引率、
年金資産の期待運用収益率などの一定の前提条件に基づいて
数理計算を行っています。実際の割引率、運用収益率などが
前提条件と異なる場合、その差額は将来にわたって規則的に
認識されます。従って、金利低下、年金資産の時価の下落、運用
利回りの低下などがあった場合や退職金制度、年金制度を変更
した場合、将来の退職給付費用の増加および未認識の過去勤務
債務の発生により、当社グループの業績および財務状況に影響
を及ぼす可能性があります。

災害などの影響
 当社グループは地震などの自然災害に備え、各種対応策を
検討し、計画的に実施していますが、生産拠点および原材料の
主要な仕入先などに予想外の災害が発生した場合、当社グループ
の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

※営業活動によるキャッシュ・フロー－投資活動によるキャッシュ・フロー
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キャッシュ・フロー
 前期は9カ月決算で当期は12カ月のため期間が異なっています。
 当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益を518
億円計上したことなどにより592億円の収入となりました。
 投資活動によるキャッシュ・フローは国内外の生産設備増強に伴う有形固定資産
の取得により、305億円の支出となりました。その結果、フリーキャッシュ・フロー
は286億円のプラスとなりました。
 フリーキャッシュ・フローを主として有利子負債の返済や配当金の支払い、自己
株式の取得などに当てたことで、財務活動によるキャッシュ・フローは307億円の
支出となりました。現金及び現金同等物の期末残高は211億円となりました。

設備投資の状況
 設備投資額は281億円、減価償却費は250億円となりました。タイヤ事業では
海外の生産設備の増強を中心に250億円、工業品事業ではホースの生産能力増強を
中心に18億円を投資しました。海外市況の悪化などで一部の投資時期を遅らせた
ことにより、計画の551億円に比べ減少しました。所要資金は自己資金と借入金で
充当しています。なお、重要な設備の除去、売却などはありませんでした。

研究開発費
 研究開発費は128億円となりました。当社グループでは基盤技術に関する
研究開発を研究本部が、また直接商品に係る研究開発をタイヤ事業、工業品事業、
その他の技術部門が担っており、それぞれの研究開発費は16億円、78億円、24
億円、10億円となっています。

配当
 配当に関しては、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を図り
つつ、安定した配当を継続することを基本にしています。当期の剰余金の配当につき
ましては、期末配当を１株当たり12円とし、中間配当8円と合わせ、年間で１株
当たり20円としました。内部留保金は今後の事業展開の備えと研究開発費用と
します。

次期の見通し
 2013年度は急速に進行する為替円安の影響や株高などにより、国内の景気は
回復の兆しが見えつつあります。しかしながら欧州の金融危機の継続、新興国経済の
伸び悩みなどの影響により、先行きが不透明な経営環境が続くと予想されます。
このような環境の中、売上高6,300億円、営業利益590億円、当期純利益360億円
を計画しています。為替レートはUSドル90円、ユーロ120円を想定しています。

営業活動によるキャッシュ・フローと
フリーキャッシュ・フロー※

（億円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
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 当社グループの経営成績、株価および財務状況などに影響を
及ぼす可能性のあるリスクは下記のようなものがあります。な
お文中における将来などに関する事項は当連結会計年度末
（2012年12月31日）現在において判断したものです。

経済状況
 当社グループの全世界における営業収入のうち、重要な部分
を占める自動車用タイヤの需要は当社グループが商品を販売
している国または地域の経済状況の影響を受けます。従って
日本、北米、欧州、アジアなどの主要市場における景気後退
およびそれに伴う需要の減少は、当社グループの業績および
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。また、競業他社と
の販売競争激化による市場シェアダウンおよび価格競争の
熾烈化による販売価格の下落も当社グループの業績および
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

為替レートの影響
 当社グループは主として円建で一般商取引、投融資活動など
を行っていますが、米ドルその他の外国通貨建でもこれらの
活動を行っています。今後一層の事業のグローバル化の進行に
伴い、海外事業のウエイトが高まることが予想されます。
従って、従来以上に外国通貨建の一般商取引、投融資活動など
が増加し、外国為替の変動により当社グループの業績および
財務状況が影響を受ける度合いが大きくなります。為替予約の
実施など為替レートの変動によるリスクを最小限にとどめる
努力を行っていますが、当該リスクを完全に回避することは
きわめて困難です。

季節変動の影響
 当社グループの業績は上半期と下半期を比較した場合、
下半期の業績が良くなる傾向にあります。特に寒冷地域で冬場
の降雪時に使用する自動車用タイヤ（スタッドレスタイヤ）の
販売が下半期に集中することが主な理由です。従って、降雪
時期の遅れや降雪量の減少などが当社グループの業績および
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

原材料価格の影響
 当社グループの商品の主要な原材料は天然ゴムおよび石油
化学製品です。従って、天然ゴム相場の大幅な上昇および国際的
な原油価格の高騰があった場合、当社商品の製造コストが影響
を受ける可能性があります。これらの影響を最小限にとどめる
べく各種対策を実施していますが、原油価格が大幅に高騰し、
吸収できる範囲を超えた場合は当社グループの業績および
財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

資金調達力およびコストの影響
 当社グループは資金調達の安定性および流動性の保持を
重視した財務運営を行っていますが、日本を含めた世界の主要

な金融市場で混乱が発生した場合、計画通りに資金調達を行う
ことができない危険性があります。また、格付会社より当社
グループの信用格付けが大幅に下げられた場合、資金調達が
制約されるとともに調達コストが増加し、当社グループの業績
および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

有利子負債の影響
 当社グループの総資産に占める有利子負債の割合は約
27.5％（2012年12 月31 日現在）です。グループファイナンス
の実施によりグループ資金の効率化を行うことで財務体質の
改善に取り組んでいますが、今後の金利動向によっては当社
グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があり
ます。

保有有価証券の影響
 当社グループが保有する市場性のある有価証券のうち日本
株式への投資が大きな割合を占めています。従って、日本の
株式市場の変動および低迷などによる有価証券評価損の計上
などで当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす
可能性があります。

投資などに係る影響
 当社グループは世界的な自動車用タイヤの需要に対応すべく、
アジアを中心に生産拠点の拡大および生産能力の増強のため
の投資を行っています。この投資により商品の品質向上を図る
とともに需要増にも対応でき、当社グループの信頼を高め、
シェアアップが期待できます。しかしながら、現地の法的規制
や慣習などに起因する予測不能な事態が生じた場合、期待した
成果を得ることができなくなるため、当社グループの業績
および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

退職給付債務
 当社グループの退職給付債務および退職給付費用は割引率、
年金資産の期待運用収益率などの一定の前提条件に基づいて
数理計算を行っています。実際の割引率、運用収益率などが
前提条件と異なる場合、その差額は将来にわたって規則的に
認識されます。従って、金利低下、年金資産の時価の下落、運用
利回りの低下などがあった場合や退職金制度、年金制度を変更
した場合、将来の退職給付費用の増加および未認識の過去勤務
債務の発生により、当社グループの業績および財務状況に影響
を及ぼす可能性があります。

災害などの影響
 当社グループは地震などの自然災害に備え、各種対応策を
検討し、計画的に実施していますが、生産拠点および原材料の
主要な仕入先などに予想外の災害が発生した場合、当社グループ
の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

※営業活動によるキャッシュ・フロー－投資活動によるキャッシュ・フロー
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（百万円）

2012 2011/12 2011/3 2010 2009 2008 2007 2006 2005 2004 2003

売上高 ¥ 559,700 ¥ 465,134 ¥ 519,742 ¥ 466,358 ¥ 517,263 ¥ 551,431 ¥ 497,396 ¥ 451,911 ¥ 419,789 ¥ 401,718 ¥ 400,448

営業利益 49,696 26,291 29,491 21,455 12,808 33,119 21,070 21,947 20,955 21,073 23,184 

税金等調整前当期純利益（純損失） 51,768 16,604 21,880 18,969 (3,166) 20,478 26,038 22,673 16,337 16,931 18,778 

当期純利益（純損失） 32,611 11,619 13,924 11,487 (5,654) 21,060 16,363 21,447 11,322 10,331 10,144 

減価償却費 25,007 19,871 25,885 28,184 28,684 27,238 22,166 20,491 19,616 19,199 19,040 

設備投資額 28,070 22,433 24,944 17,471 43,341 27,292 40,638 29,067 27,533 23,735 22,708 

研究開発費 12,825 9,307 12,748 13,280 15,277 15,289 14,649 14,557 14,265 13,818 12,520 

有利子負債 146,285 161,998 146,773 154,675 179,379 165,614 167,474 163,022 151,758 159,700 167,832

純資産 211,350 168,286 170,872 163,382 144,159 181,538 186,528 174,609 139,534 130,622 114,719

総資産 543,829 501,786 478,916 466,973 473,376 526,192 536,322 502,014 432,717 429,350 412,626

1株当たり（円）：

当期純利益（純損失） ¥ 97.87 ¥ 34.68 ¥ 41.55 ¥ 34.27 ¥ (16.87)  ¥ 62.81 ¥ 48.79 ¥ 62.75 ¥ 32.95 ¥ 29.95 ¥ 29.38

純資産 631.64 484.04 489.27 475.26 417.45 525.96 542.10 508.64 398.24 373.23 327.61 

配当金 20.00 7.00 10.00 10.00 10.00 13.00 12.00 10.00 8.00 8.00 8.00 

主要経営指標：

売上高営業利益率（％） 8.9 5.7 5.7 4.6 2.5 6.0 4.2 4.9 5.0 5.2 5.8 

自己資本利益率（％） 17.8 7.1 8.6 7.7 (3.6) 11.8 9.3 14.0 8.6 8.6 8.9 

総資産回転率（回） 1.1 0.9 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 

D／ Eレシオ（倍） 0.7 1.0 0.9 1.0 1.3 0.9 0.9 1.0 1.1 1.2 1.5 

インタレスト／カバレッジ（倍） 20.7 14.3 13.4 8.0 4.3 9.0 7.0 10.1 11.2 9.2 7.9 

従業員数 19,412 19,272 18,465 17,566 16,772 16,099 15,423 14,617 13,464 13,264 12,979 

11年間のサマリー
横浜ゴム株式会社及び連結子会社
2012年12月31日に終了した1年間、2011年12月31日に終了した9カ月間及び2003-2011年3月31日に終了した1年間
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（百万円）

2012 2011/12 2011/3 2010 2009 2008 2007 2006 2005 2004 2003

売上高 ¥ 559,700 ¥ 465,134 ¥ 519,742 ¥ 466,358 ¥ 517,263 ¥ 551,431 ¥ 497,396 ¥ 451,911 ¥ 419,789 ¥ 401,718 ¥ 400,448

営業利益 49,696 26,291 29,491 21,455 12,808 33,119 21,070 21,947 20,955 21,073 23,184 

税金等調整前当期純利益（純損失） 51,768 16,604 21,880 18,969 (3,166) 20,478 26,038 22,673 16,337 16,931 18,778 

当期純利益（純損失） 32,611 11,619 13,924 11,487 (5,654) 21,060 16,363 21,447 11,322 10,331 10,144 

減価償却費 25,007 19,871 25,885 28,184 28,684 27,238 22,166 20,491 19,616 19,199 19,040 

設備投資額 28,070 22,433 24,944 17,471 43,341 27,292 40,638 29,067 27,533 23,735 22,708 

研究開発費 12,825 9,307 12,748 13,280 15,277 15,289 14,649 14,557 14,265 13,818 12,520 

有利子負債 146,285 161,998 146,773 154,675 179,379 165,614 167,474 163,022 151,758 159,700 167,832

純資産 211,350 168,286 170,872 163,382 144,159 181,538 186,528 174,609 139,534 130,622 114,719

総資産 543,829 501,786 478,916 466,973 473,376 526,192 536,322 502,014 432,717 429,350 412,626

1株当たり（円）：

当期純利益（純損失） ¥ 97.87 ¥ 34.68 ¥ 41.55 ¥ 34.27 ¥ (16.87)  ¥ 62.81 ¥ 48.79 ¥ 62.75 ¥ 32.95 ¥ 29.95 ¥ 29.38

純資産 631.64 484.04 489.27 475.26 417.45 525.96 542.10 508.64 398.24 373.23 327.61 

配当金 20.00 7.00 10.00 10.00 10.00 13.00 12.00 10.00 8.00 8.00 8.00 

主要経営指標：

売上高営業利益率（％） 8.9 5.7 5.7 4.6 2.5 6.0 4.2 4.9 5.0 5.2 5.8 

自己資本利益率（％） 17.8 7.1 8.6 7.7 (3.6) 11.8 9.3 14.0 8.6 8.6 8.9 

総資産回転率（回） 1.1 0.9 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 

D／ Eレシオ（倍） 0.7 1.0 0.9 1.0 1.3 0.9 0.9 1.0 1.1 1.2 1.5 

インタレスト／カバレッジ（倍） 20.7 14.3 13.4 8.0 4.3 9.0 7.0 10.1 11.2 9.2 7.9 

従業員数 19,412 19,272 18,465 17,566 16,772 16,099 15,423 14,617 13,464 13,264 12,979 
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連結貸借対照表
横浜ゴム株式会社及び連結子会社
2012年及び2011年12月31日現在

百万円 千米ドル

資産の部
2012

(2012/12/31)
2011

(2011/12/31)
2012

(2012/12/31)

流動資産：
現金及び預金 ¥   21,400 ¥   21,751 $    247,170 

売上債権：
    受取手形及び売掛金 148,098 142,132 1,710,531 

棚卸資産 78,991 75,801 912,350 

繰延税金資産 10,355 8,182 119,600 

その他 11,214 10,772 129,518 

貸倒引当金 (1,225) (1,160) (14,147)

	 流動資産合計 268,833 257,478 3,105,022 

有形固定資産：
土地 34,733 34,606 401,168 

建物及び構築物 145,834 140,897 1,684,382 

機械装置、運搬具、工具、器具及び備品 427,081 401,973 4,932,786 

リース資産 2,892 2,873 33,408 

建設仮勘定 16,790 11,661 193,927 

627,330 592,010 7,245,671 

減価償却費累計 (441,297) (417,401) (5,096,987)

	 有形固定資産合計（純額） 186,033 174,609 2,148,684 

投資その他の資産：
投資有価証券 67,310 50,871 777,436 

繰延税金資産 6,190 5,394 71,492 

その他 16,161 14,175 186,662 

貸倒引当金 (698) (741) (8,063)

	 投資その他の資産合計 88,963 69,699 1,027,527 

	 資産合計 ¥ 543,829 ¥ 501,786 $ 6,281,233 
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百万円 千米ドル

負債及び純資産の部
2012

(2012/12/31)
2011

(2011/12/31)
2012

(2012/12/31)

流動負債：
短期借入債務 ¥   73,738 ¥   82,239 $    851,676

一年以内に返済予定の長期借入金 19,205 7,147 221,812

コマーシャル・ペーパー — 9,000 —

支払手形及び買掛金 77,601 86,962 896,288

電子記録債務 2,800 — 32,337

未払法人税等 16,375 4,776 189,126

未払費用 28,543 26,330 329,667

災害損失引当金 — 89 —

返品調整引当金 799 702 9,231

その他 15,545 14,799 179,563

	 流動負債合計 234,606 232,044 2,709,700

固定負債：
長期借入債務 53,342 63,613 616,105

繰延税金負債 8,806 3,800 101,711

退職給付引当金 18,701 18,402 215,996

その他 17,024 15,641 196,632

	 固定負債合計 97,873 101,456 1,130,444

	 負債合計 332,479 333,500 3,840,144

純資産
株主資本：
資本金：
　授権株式数：700,000,000株（2011年及び2012年12月31日現在）
　発行済株式数：342,598,162株（2011年及び2012年12月31日現在） 38,909 38,909 449,401

資本剰余金 31,953 31,953 369,057

利益剰余金 145,607 117,016 1,681,761

自己株式—取得価額
 19,377,418株（2012年12月31日現在）
 7,548,581株（2011年12月31日現在） (11,294) (4,753) (130,449)

	 株主資本合計 205,175 183,125 2,369,770

その他の包括利益累計額：
 その他有価証券評価差額金 20,331 11,322 234,818

 為替換算調整勘定 (14,938) (26,389) (172,537)

 在外子会社の年金債務調整額 (6,409) (5,882) (74,021)

	 	 その他の包括利益累計額合計 (1,016) (20,949) (11,740)

少数株主持分 7,191 6,110 83,059

	 	 純資産合計 211,350 168,286 2,441,089

	 	 負債純資産合計 ¥ 543,829 ¥ 501,786 $ 6,281,233



38

連結損益計算書
横浜ゴム株式会社及び連結子会社
2012年12月31日に終了した1年間及び2011年12月31日に終了した9ヶ月間

百万円 千米ドル

2012
(2012/1/1–

2012/12/31)

2011
(2011/4/1–

2011/12/31)

2012
(2012/1/1–

2012/12/31)

売上高 ¥ 559,700 ¥ 465,134 $ 6,464,544

売上原価 377,632 327,271 4,361,654

売上総利益 182,068 137,863 2,102,890

販売費及び一般管理費 132,372 111,572 1,528,897

営業利益 49,696 26,291 573,993

その他の収益（費用）
 受取利息及び配当金 1,926 1,317 22,245

 支払利息 (2,494) (1,937) (28,808)

 為替差益（差損） 3,955 (5,252) 45,680

 固定資産売却益 — 264 —

 固定資産除売却損 (598) (881) (6,901)

 退職給付費用 — (3,019) —

 その他（純額） (717) (179) (8,286)

2,072 (9,687) 23,930

税金等調整前当期純利益 51,768 16,604 597,923

法人税等：
 法人税、住民税及び事業税 20,725 6,634 239,380

 法人税等調整額 (2,119) (2,306) (24,480)

18,606 4,328 214,900

少数株主損益調整前当期純利益 33,162 12,276 383,023

少数株主利益 (551) (657) (6,365)

当期純利益 ¥ 32,611 ¥ 11,619 $ 376,658
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連結包括利益計算書
横浜ゴム株式会社及び連結子会社
2012年12月31日に終了した1年間及び2011年12月31日に終了した9ヶ月間

百万円 千米ドル

2012
(2012/1/1–

2012/12/31)

2011
(2011/4/1–

2011/12/31)

2012
(2012/1/1–

2012/12/31)

少数株主損益調整前当期純利益 ¥ 33,162 ¥  12,276 $ 383,023

その他の包括利益
 その他有価証券評価差額金 9,012 (5,104) 104,094

 為替換算調整勘定 12,093 (4,897) 139,667

 在外子会社の年金債務調整額 (527) (1,022) (6,088)

 持分法適用会社に対する持分相当額 149 (50) 1,722

	 その他の包括利益合計 ¥ 20,727 ¥ (11,073) $ 239,395

包括利益 ¥ 53,889 ¥    1,203 $ 622,418

 親会社株主に係る包括利益 52,544 933 606,880

 少数株主に係る包括利益 1,345 270 15,538

一株当たり当期純利益及び配当金：
2012年12月31日に終了した1年間及び2011年12月31日に終了した9ヶ月間

円 米ドル

2012
(2012/1/1–

2012/12/31)

2011
(2011/4/1–

2011/12/31)

2012
(2012/1/1–

2012/12/31)

当期純利益 ¥ 97.87 ¥ 34.68 $ 1.13

当期純利益：潜在株式調整後 — — —

配当金 ¥ 20.00 ¥ 7.00 $ 0.23
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連結株主資本等変動計算書
横浜ゴム株式会社及び連結子会社
2012年12月31日に終了した1年間及び2011年12月31日に終了した9ヶ月間

百万円

発行済株式数 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他の
包括利益
累計額合計

少数株主
持分 純資産合計

2011年4月1日現在残高 342,598,162 ¥ 38,909 ¥ 31,953 ¥ 108,083 ¥   (4,746) ¥ 174,199 ¥ (10,263) ¥ 6,936 ¥ 170,872

当期純利益 — — — 11,619 — 11,619 — — 11,619

剰余金の配当 — — — (3,016) — (3,016) — — (3,016)

連結子会社の増加に伴う剰余金増加高 — — — 330 — 330 — — 330

自己株式の取得及び処分（純額） — — — (0) (7) (7) — — (7)

その他の包括利益累計額
 その他有価証券評価差額金 — — — — — — (5,104) — (5,104)

 為替換算調整勘定 — — — — — — (4,560) — (4,560)

 在外子会社の年金債務調整額 — — — — — — (1,022) — (1,022)

少数株主持分 — — — — — — — (826) (826)

2012年1月1日現在残高 342,598,162 38,909 31,953 117,016 (4,753) 183,125 (20,949) 6,110 168,286

当期純利益 — — — 32,611 — 32,611 — — 32,611

剰余金の配当 — — — (4,020) — (4,020) — — (4,020)

自己株式の取得及び処分（純額） — — — — (6,541) (6,541) — — (6,541)

その他の包括利益累計額
 その他有価証券評価差額金 — — — — — — 9,009 — 9,009

 為替換算調整勘定 — — — — — — 11,451 — 11,451

 在外子会社の年金債務調整額 — — — — — — (527) — (527)

少数株主持分 — — — — — — — 1,081 1,081

2012年12月31日現在残高 342,598,162 ¥ 38,909 ¥ 31,953 ¥ 145,607 ¥ (11,294) ¥ 205,175 ¥   (1,016) ¥ 7,191 ¥ 211,350

千米ドル

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他の
包括利益
累計額合計

少数株主
持分 純資産合計

2012年1月1日現在残高 $ 449,401 $ 369,057 $ 1,351,540 $  (54,898) $ 2,115,100 $(241,962) $ 70,574 $ 1,943,712

当期純利益 — — 376,658 — 376,658 — — 376,658

剰余金の配当 — — (46,437) — (46,437) — — (46,437)

自己株式の取得及び処分（純額） — — — (75,551) (75,551) — — (75,551)

その他の包括利益累計額
 その他有価証券評価差額金 — — — — — 104,049 — 104,049

 為替換算調整勘定 — — — — — 132,261 — 132,261

 在外子会社の年金債務調整額 — — — — — (6,088) — (6,088)

少数株主持分 — — — — — — 12,485 12,485

2012年12月31日現在残高 $ 449,401 $ 369,057 $ 1,681,761 $ (130,449) $ 2,369,770 $  (11,740) $ 83,059 $ 2,441,089



41

連結キャッシュ・フロー計算書
横浜ゴム株式会社及び連結子会社
2012年12月31日に終了した1年間及び2011年12月31日に終了した9ヶ月間

百万円 千米ドル

2012
(2012/1/1–

2012/12/31)

2011
(2011/4/1–

2011/12/31)

2012
(2012/1/1–

2012/12/31)

営業活動によるキャッシュ・フロー：
税金等調整前当期純利益 ¥ 51,768 ¥ 16,604 $ 597,923

営業活動により獲得した現金（純額）への調整：
 減価償却費 25,007 19,871 288,835

 退職給付引当金の増減額 302 2,128 3,484

 その他（純額） (397) 2,469 (4,604)

資産及び負債の変動：
 売上債券の増減額 (654) (31,092) (7,550)

 棚卸資産の増減額 1,971 (7,929) 22,764

 仕入債務の増減額 (9,251) 7,541 (106,845)

 その他（純額） 200 1,890 2,316

利息及び配当金の受取額 1,924 1,335 22,217

利息の支払額 (2,518) (1,887) (29,084)

法人税等の支払額 (9,176) (2,806) (105,978)

	 	 営業活動によるキャッシュ・フロー 59,176 8,124 683,478

投資活動によるキャッシュ・フロー：
有形固定資産の取得による支出 (26,055) (23,206) (300,938)

投資有価証券取得による支出 (2,281) (1,729) (26,346)

有形固定資産の売却による収入 184 441 2,122

その他（純額） (2,393) (2,161) (27,633)

	 	 投資活動によるキャッシュ・フロー (30,545) (26,655) (352,795)

財務活動によるキャッシュ・フロー：
短期借入金の純増減額 (10,609) 12,187 (122,528)

コマーシャル・ペーパーの純増減額 (9,000) 6,000 (103,950)

長期借入れによる収入 8,267 5,306 95,481

長期借入金の返済による支出 (7,936) (7,111) (91,664)

配当金の支払額 (4,021) (3,015) (46,445)

その他（純額） (7,366) (525) (85,075)

	 	 財務活動によるキャッシュ・フロー (30,665) 12,842 (354,181)

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,582 (977) 18,275

現金及び現金同等物の増減額 (452) (6,666) (5,223)

現金及び現金同等物の期首残高 21,567 28,161 249,098

連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額 — 72 —

現金及び現金同等物の期末残高 ¥ 21,115 ¥ 21,567 $ 243,875



42

セグメント情報
（1）報告セグメントの概要
　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会において経営資
源の配分や業績の評価を行うために、定期的に検討を行う対象になっているものです。
　当社は、商品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う商品・サービスについて国内及び海外の総合的な戦
略を立案し、事業活動を展開しています。
　したがって、当社は、事業部別のセグメントから構成されており、主要な事業である「タイヤ事業」「工業品事業」を
報告セグメントに分類しています。

（2）報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、その他の項目の金額の算定方法
　報告セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針の概要」における記載とほぼ同じです。報告セグメントの利益
は、営業利益ベースの数値です。また、セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいています。

（3）報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、その他の項目に関する情報
　以下の報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、その他の項目に関する情報は、2012年12月31日に終
了した1年間と2011年12月31日に終了した9カ月間のものです。

百万円
報告セグメント 連結財務諸表

タイヤ 工業品 合計 その他 合計 調整額 計上額

2012 (2012/1/1-2012/12/31)

外部顧客への売上高 ¥ 444,592 ¥ 91,851 ¥ 536,443 ¥ 23,257 ¥ 559,700 ¥        — ¥ 559,700

セグメント間の内部売上高
または振替高 1,850 93 1,943 4,238 6,181 (6,181) —

売上高合計 446,442 91,944 538,386 27,495 565,881 (6,181) 559,700

セグメント利益 ¥   43,369 ¥   5,087 ¥   48,456 ¥   1,252 ¥   49,708 ¥      (12) ¥   49,696

セグメント資産 ¥ 433,641 ¥ 60,908 ¥ 494,549 ¥ 58,436 ¥ 552,985 ¥ (9,156) ¥ 543,829

その他の項目

 減価償却費 ¥   20,980 ¥   2,632 ¥   23,612 ¥      732 ¥   24,344 ¥      663 ¥   25,007

 持分法適用会社への投資額 ¥     1,524 ¥        — ¥     1,524 ¥        — ¥     1,524 ¥        — ¥     1,524

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額 ¥   25,006 ¥   1,836 ¥   26,842 ¥      588 ¥   27,430 ¥      640 ¥   28,070

2011 (2011/4/1-2011/12/31)

外部顧客への売上高 ¥ 379,220 ¥ 68,179 ¥ 447,399 ¥ 17,735 ¥ 465,134 ¥          — ¥ 465,134

セグメント間の内部売上高
または振替高 1,371 71 1,442 3,074 4,516 (4,516) —

売上高合計 380,591 68,250 448,841 20,809 469,650 (4,516) 465,134

セグメント利益 ¥   23,366 ¥   1,686 ¥   25,052 ¥   1,245 ¥   26,297 ¥          (6) ¥   26,291

セグメント資産 ¥ 393,704 ¥ 60,934 ¥ 454,638 ¥ 57,222 ¥ 511,860 ¥ (10,074) ¥ 501,786

その他の項目

 減価償却費 ¥   16,645 ¥   2,163 ¥   18,808 ¥      581 ¥   19,389 ¥       482 ¥   19,871

 のれんの償却額 ¥        441 ¥        — ¥        441 ¥        — ¥        441 ¥          — ¥        441

 持分法適用会社への投資額 ¥     1,376 ¥        — ¥     1,376 ¥        — ¥     1,376 ¥          — ¥     1,376

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額 ¥   19,520 ¥   2,103 ¥   21,623 ¥      461 ¥   22,084 ¥       349 ¥   22,433
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千米ドル

報告セグメント 連結財務諸表
タイヤ 工業品 合計 その他 合計 調整額 計上額

2012 (2012/1/1-2012/12/31)

外部顧客への売上高 $ 5,135,044 $ 1,060,884 $ 6,195,928 $ 268,616 $ 6,464,544 $            — $ 6,464,544

セグメント間の内部売上高
または振替高 21,368 1,075 22,443 48,952 71,395 (71,395) —

売上高合計 5,156,412 1,061,959 6,218,371 317,568 6,535,939 (71,395) 6,464,544

セグメント利益 $    500,915 $      58,760 $    559,675 $   14,455 $    574,130 $        (137) $    573,993

セグメント資産 $ 5,008,555 $    703,495 $ 5,712,050 $ 674,931 $ 6,386,981 $ (105,748) $ 6,281,233

その他の項目

 減価償却費 $    242,317 $      30,399 $    272,716 $     8,455 $    281,171 $      7,664 $    288,835

 持分法適用会社への投資額 $      17,601 $             — $      17,601 $          — $      17,601 $            — $      17,601

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額 $    288,816 $      21,214 $    310,030 $     6,795 $    316,825 $      7,389 $    324,214

（注）
1.　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その主なものは航空部品事業、スポー

ツ事業です。

2.　調整額は以下のとおりです。
（1）セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等によるものです。
（2）2012年12月31日に終了した1年間のセグメント資産の調整額9,156百万円（105,748千米ドル）は、セグメ

ント間取引消去等△34,408百万円（397,413千米ドル）と各セグメントに配分していない全社資産25,252
百万円（291,664千米ドル）が含まれています。全社資産の主なものは、現預金等の余資運用資産と投資有価
証券等です。
　2011年12月31日に終了した9カ月間のセグメント資産の調整額10,074百万円（116,352千米ドル）は、
セグメント間取引消去等△30,851百万円（356,325千米ドル）と全社資産20,777百万円（239,974千米ドル）
が含まれています。全社資産の主なものは、現預金等の余資運用資産と投資有価証券等です。

3.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。


